
○
厚
生
労
働
省
告
示
第
二
百
四
十
五
号

地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
平

成
二
十
三
年
法
律
第
百
五
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
障
害
者
自
立
支
援
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）

第
二
十
九
条
第
三
項
第
一
号
及
び
第
三
十
条
第
三
項
第
一
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
障
害
者
自
立
支
援
法
に
基
づ
く
指
定

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
及
び
基
準
該
当
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
八

年
厚
生
労
働
省
告
示
第
五
百
二
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

平
成
二
十
四
年
三
月
三
十
日

厚
生
労
働
大
臣

小
宮
山
洋
子

別
表
第
１
の
１
の
注

中
「都
道
府
県
知
事

」
の
下
に
「
（地

方
自
治
法

（昭
和
22年

法
律
第
67号

）第
252条

の
1

12

9第
１
項
の
指
定
都
市

（以
下

「指
定
都
市

」と
い
う

）又
は
同
法
第
252条

の
22第

１
項
の
中
核
市

（以
下

「中
核

。

市

」と
い
う

）に
あ
っ
て
は

指
定
都
市
又
は
中
核
市
の
市
長

以
下
同
じ

）
」
を
加
え
る
。

。
、

。
。

別
表
第
６
の

の
注
１
中
「
（昭

和
22年

法
律
第
67号

）
」
を
削
る
。
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